
概 要

特 徴

環境調査・測定・分析、検査・評価、環境監視、環境アセスメント、コンサルティング、助成事業等への支援 など

・関西環境管理技術センター（略称:EMATEC）は、1972年に大阪通
商産業局（現 経済産業省近畿経済産業局）、大阪府、大阪市並
びに大阪商工会議所をはじめとする関西の経済団体よって設立
された総合的な環境管理技術機関です。

・中立・公正の立場で、40年以上にわたり培った経験と総合的な
技術力によって、コンサルティングを行っています。

◇ＥＭＡＴＥＣは適正な精度管理のもと、以下の事業を行っています。
・環境調査・測定・分析及び施設の環境検査・評価
・環境アセスメント、環境モニタリング
・地域環境整備計画の企画立案
・ＪＣＭ（二国間クレジット制度）案件等の助成事業等への共同提案・支援
◇公益事業として、環境技術普及のために、各種セミナーの開催や環境情報誌
の発行、研修生の受け入れ、講師派遣なども行っています。

土壌汚染

E-mail    kansai_ksuishin@ematec.or.jp
TEL:06-6583-3262 FAX:06-6583-3274

一般財団法人 関西環境管理技術センター 企画管理部 企画推進課
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〒550-0021 大阪市西区川口2丁目9番10号

URL： http://www.ematec.or.jp

水質環境

環境調査・測定・分析

総合環境調査・環境保全ソリューション 一般財団法人 関西環境管理技術センター

<事業登録>

◇計量証明事業：大阪府知事登録

第10035号（濃度）、第10036号（音圧レベル）、

第10224号（振動加速度レベル）、第10337号（特定濃度）

◇作業環境測定機関：大阪労働局（登録）27-18

◇建築物飲料水水質検査業：大阪府 22 水第 8-3 号

◇建築物空気環境測定業：大阪府 22 空8-3 号

◇簡易専用水道検査機関：厚生労働大臣（登録）第19 号

◇建設コンサルタント：建 25 第 7783 号

◇土壌汚染対策法に基づく指定調査機関：2003-5-1018

◇特定計量証明事業者認定（MLAP）：N-0080-01

◇特定労働派遣事業：届出番号 特 27-305117

◇JNLA 登録事業者（区分：浸出性能試験）： 登録番号130342JP

◇公益社団法人 日本水道協会 品質認証センター委託試験所

◇公益社団法人 日本下水道協会

ディスポーザ排水処理システムの規格性能試験機関

工業排水

分析

http://team-e-kansai.jp/cat_member/tech_water_99/#list
http://team-e-kansai.jp/cat_member/tech_air-pollution/#list
http://team-e-kansai.jp/cat_member/tech_soil-pollution/#list
http://team-e-kansai.jp/cat_member/tech_waste/#list
http://team-e-kansai.jp/cat_member/tech_saving-energy/#list
http://team-e-kansai.jp/cat_member/tech_other/#list
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適用例・実績

国内業務の実績

◇環境省 土壌汚染対策法に基づく指定調査機関としての土壌汚染調査

◇開発事業や建設工事に伴う環境モニタリング

◇河川の建設工事に対して、環境影響を低減する工事手法の提案

◇工業団地、大規模小売店舗、廃棄物処理施設などの環境アセスメント

◇水環境（河川・地下水・海域等）及び大気環境の調査、測定、分析

◇工場の排水、道路の排ガス等の調査、測定、分析

◇作業環境測定及び飲料水検査 ほか多数

技術・製品の性能・スペック

所有機器
・ガスクロマトグラフ質量分析装置
・液体クロマトグラフ質量分析装置
・イオンクロマトグラフ ほか多種

海外関係の実績
◇ＪＩＣＡ外国人研修員の受け入れ

2010年：７か国８名、2011年：１か国9名、2014年：７か国22名
◇水インフラ技術・運営管理指導に職員派遣（2012年：インドネシア、2013年：ベトナム）
◇環境省、東アジアにおける日本の排水処理技術普及のためセミナー事務局
《対象国》2012年：ベトナム・インドネシア、2013年：ベトナム・ミャンマー
◇環境省、ＪＣＭ(二国間クレジット制度)に係る案件組成事業（2015年：インドネシア）
◇環境省、ＪＣＭ設備補助事業「ゴム工場における産業排水処理の省エネルギー化」（2016～18年：インドネシア）
◇環境省、アジア水環境改善モデル事業「エアレーターを活用した産業排水の集合処理事業（2017～19年：インドネシア）

今後の海外想定事業務
◇海外工業団地での大気・水質、騒音・振動、悪臭、有害化学物質等の環境管理
◇汚染土壌・地下水汚染対策及び排水処理技術のコンサルティング
◇海外現地大学、研究所との連携事業
◇ＪＣＭ事業に係るコンサルティング ほか

インドネシアにて


